
岩倉市介護予防・日常生活支援総合事業第 １号介護予防

支援事業の実施に関する要綱  

 

(趣旨 ) 

第１条  この要綱は、岩倉市介護予防・日常生活支援総合事業

実施要綱（平成２９年４月１日施行。以下「総合事業実施要

綱」という。 )第４条第 1 号エに規定する第１号介護予防支

援事業 (以下「介護予防ケアマネジメント事業」という。 )の

実施に関し必要な事項を定めるものとする。  

(定義 ) 

第２条  この要綱において使用する用語は、介護保険法 (平成

９年法律第１２３号。以下「法」という。 )において使用す

る用語の例による。  

(実施主体等 ) 

第３条  介護予防ケアマネジメント事業は、岩倉市内に事業所

を 置 く 法 第 １ １ ５ 条 の ４ ６ 第 １ 項 に 規 定 す る 地 域 包 括 支 援

センターにおいて実施する。  

２  前項の地域包括支援センター （以下「事業者」という。）は、

法第１１５条の４７第５項の規定に基づき、この事業の一部

を 法 第 ４ ６ 条 第 １ 項 に 規 定 す る 指 定 居 宅 介 護 支 援 事 業 者 に

委託することができる。  

(対象者 ) 

第４条  この事業の対象者は、総合事業実施要綱第５条第１項

に規定する者 (以下「事業対象者」という。 )とする。  

(事業の内容 ) 

第５条  この事業は、事業対象者に対し適切なアセスメントを

実施することにより、事業対象者の状況を踏まえた目標を設

定し、事業対象者がそれを理解した上で目標の達成に取り組

んでいけるよう、具体的なサービスの利用等について検討し、

必要に応じてケアプランの作成、モニタリング評価等を行う

ものとする。  

２  事業者は、介護予防ケアマネジメント事業の実施に 当たり、事

業対象者の状況や提供を希望するサービスを踏まえて、次に掲げ



る事業の類型に分けて事業を行うものとする。  

(1) 介護予防ケアマネジメントＡ（原則的なケアマネジメン

ト）  岩倉市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並

びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な

支援の 方法 に関 する基 準を 定め る条例 (平成 ２ ７年 岩 倉市

条例第７号。以下「基準条例」という。)第４条から第３３

条までの規定に準ずる基準  

(2) 介護予防ケアマネジメントＣ（初回のみのケアマネジメ

ント）基準条例第４条から第３３条まで（ 第３２条第９号

及び第１２号から第１６号までを除く。）の規定に準ずる基

準  

３  事業者は、介護予防ケアマネジメント事業の実施に当たっ

ては、法第１１８条の２第１項に規定する介護保険等関連情

報その他必要な情報を活用し、適切かつ有効に行うよう努め

なければならない。  

(利用の中止 ) 

第６条  市長は、利用者が次の各号のいずれかに該当するとき

は、この事業の利用を中止させることができる。  

(1)  利用者が第４条に規定する要件を欠くに至ったとき。  

(2)  その他利用が的確でないと判断されるとき。  

(介護予防ケアマネジメントに要する費用の額の算定に関す

る基準 ) 

第７条  介護予防ケアマネジメントに要する費用の額は、総合

事業実施要綱別表第２により算定した単位数に、厚生労働大

臣が定める１単位の単価 (平成２７年厚生労働省告示第 ９３

号 )を乗じて算定するものとする。  

２  前 項 の 規 定 に よ り 介 護 予 防 ケ ア マ ネ ジ メ ン ト に 要 す る 費

用の額を算定した場合において、その額に １円未満の端数が

生じたときは、これを切り捨てるものとする。  

(事業費の支払 ) 

第８条  事業者は、月ごとに、第５条第２項各号に規定する事

業の類型に応じて、前条の算定方法により算定した事業費を

市長に請求することができる。  



２  前項の請求に当たっては、国民健康保険団体連合会 (国民

健 康 保 険 法 (昭 和 ３ ３ 年 法 律 第 １ ９ ２ 号 )第 ８ ３ 条 に 規 定 す

る国民健康保険団体連合会をいう。以下同じ。 )を経由して

請求するものについては、あらかじめ定められた所定の手続

に従って請求し、市長は、国民健康保険団体連合会を経由し

てあらかじめ定められた期日までに支払うものとする。  

(返還 ) 

第９条  市長は、この要綱の規定に違反した者又は偽りその他

不正の手段により事業費の支給を受けた者があるときは、支

給した事業費の全部又は一部の返還を命ずることができる 。 

(衛生管理等 ) 

第１０条  事業者は、従業者の清潔の保持及び健康状態の管理

のために必要な対策を講じなければならない。  

(廃止等の届出及び便宜の提供 ) 

第１１条  事業者は、当該事業を廃止し、又は休止しようとす

るときは、その廃止又は休止の日の 1 月前までに、次に掲げ

る事項を市長へ届け出なければならない。  

(1)  廃止し、又は休止しようとする年月日  

(2) 廃止し、又は休止しようとする理由  

(3) 現にサービスを受けている者に対する措置  

(4) 休止しようとする場合にあっては、休止の予定期間  

２  事業者は、前項の規定による事業の廃止又は休止の届出を

したときは、当該届出の日の前 1 月以内に当該事業のサービ

スを利用していた者であって、当該事業の廃止又は休止の日

以 後 に お い て も 引 き 続 き 当 該 事 業 の サ ー ビ ス に 相 当 す る サ

ービスの提供を希望する者に対し、必要なサービス等が継続

的に提供されるよう、他の関係者との連絡調整その他の便宜

の提供を行わなければならない。  

(状況報告等 ) 

第１２条  市長は、必要があると認めるときは、事業者に対し、

当該事業の運営について随時報告させ 、又は実地に調査し、

必要な指示をすることができる。  

(その他 ) 



（電磁的記録等）  

第１３条  事業者は、作成、保存その他これらに類するものの

うち、書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、

複本その他文字、図形等人の知覚によって認識することがで

きる情報が記載された紙その他の有体物をいう。以下この条

において同じ。）で行うことが想定されるものについては、

書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録（電子的方式、磁

気 的 方 式 そ の 他 人 の 知 覚 に よ っ て は 認 識 す る こ と が で き な

い方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処 理

の用に供されるものをいう。）により行うことができる。  

２  事業者は、交付、説明、同意、承諾、締結その他これらに

類するもの（以下「交付等」という。）のうち、書面で行う

ことが規定されている又は想定されるものについては、当該

交付等の相手方の承諾を得て、書面に代えて、電磁的方法（電

子的方法、磁気的方法その他人の知覚によっては認識するこ

とができない方法をいう。）によることができる。  

（雑則）  

第１４条  この要綱に定めるもののほか、介護予防ケアマネジ

メント事業の実施に関し必要な事項は、市長が別に定める 。 

 

附  則  

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。  

附  則  

  この要綱は、令和３年４月１日から施行する。  

 


